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凡 例

１．区分欄の略号の意味は次のとおりである。

特 ：特別豪雪地帯でのみ実施する事業

雪 ：豪雪地帯又は積雪寒冷地域でのみ実施する事業

北 ：北海道でのみ実施する事業

全 ：豪雪地帯分の分離が難しいため、全国分を計上したもの

推 ：全国で実施する事業で、過去の実績等により豪雪地帯分を推計したもの

無印：全国で実施する事業で、豪雪地帯分を分離できるもの



平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

１．豪雪地帯の個性ある活 雪 国 都市・地域295 171 363 203 1.19
性化推進等に要する経費 特 市町村 整備局

地方振興課
( ) 豪雪地帯対策特別事業 雪 市町村 ５箇所 １２箇所 (Ⅰ)安全安心な雪国創造事業1 249 124 321 160 1.29

特 程度 （拡充）
１ 概要

豪雪地帯のうち、道府県基
本計画を推進する克雪、交流
等のための施設等を整備する
地方公共団体に対する補助。
新たに克雪体制の総合的な整
備支援を追加する。
２ 補助率 １／２以内
３ 平成１９年度から計上
(Ⅱ)特別豪雪地帯先導的事業
導入推進事業（継続）
１ 概要

特別豪雪地帯において、地
域の創意工夫や新たな技術の
導入による生活環境の向上、
地域の活性化を図るため、先
導的克雪施設、先導的利雪施
設等（雪情報提供システム、
先導的な雪冷房システム等）
を整備する地方公共団体に対
する補助。
２ 補助率 １／２以内
３ 平成１７年度から計上

( ) 豪雪地帯の個性ある 雪 国 (Ⅰ)雪国の豊かな暮らし継承2 47 47 42 42 0.91
活性化推進等に要する 方策調査（継続）

（ ）調査 (Ⅱ)豪雪地帯基礎調査 拡充
新たに全国の豪雪地帯の

降積雪状況分析検討を追加
する。
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

２．雪寒事業 雪 国 － １．事業概要98,508 66,467 99,531 67,153 1.01
道府県 積雪寒冷特別地域における 道路局
市町村 冬期の安全・安心な生活を支 国道・

え、地域間の交流・連携を強 防災課
化するため 道路の雪崩対策 道路防災、 、
中心市街地等における冬期バ 対策室
リアフリー対策など、道路の
除雪、防雪、凍雪害防止及び
除雪機械の整備を進める。 総合政策局
２．負担率・補助率 建設施工

・除雪（除雪機械を含む） 企画課
2/3 8.5/10負担率： 、
2/3補助率：

・防雪・凍雪害防止
2/3 8.5/10負担率： 、
6/10補助率：

３．補助対象
道府県、市町村

４．継続
５．予算計上年度

昭和３２年度
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

３．特別豪雪地帯道路事業 特 道府県 － 道路事業費の内数 － 道路事業費の内数 １．事業概要 道路局
市町村 特別豪雪地帯における 地方道・

地方道の整備 環境課
２．補助率

１／２他
（参考） ３．補助対象

道路事業費 全 － － 道府県、市町村5,518,208 2,768,860 6,099,432 3,064,373 1.11
４．継続

４．特別豪雪地帯道路 特 道府県 － 道路事業費の内数 － 道路事業費の内数 １．事業概要 道路局
道府県代行事業 特別豪雪地帯における 地方道・

市町村道の道府県によ 環境課
る代行事業

２．補助率
１／２他

（参考） ３．補助対象
道路事業費 全 － － 道府県、市町村5,518,208 2,768,860 6,099,432 3,064,373 1.11

４．継続
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

５．市町村合併支援道路 国 １．事業概要
整備事業 全 都道府 － 道路事業費の内数 － 道路事業費の内数 平成 年 月 日までに 道路局17 3 31

県 合併の申請が提出され、平成 地方道・
市町村 年 月 日までに合併し 環境課18 3 31

59た市町村及び合併新法第
条に規定する構想に定められ
た市町村において市町村合併

（参考） による行政サービスの向上や
道路事業費 全 － － 効率化を支援する道路の整備5,518,208 2,768,860 6,099,432 3,064,373 1.11

２．補助率
１ ２他/

３．補助対象
都道府県、市町村

４．継続
５．予算計上年度

平成１４年度

６．電線共同溝整備事業 全 国 － 道路事業費の内数 － 道路事業費の内数 １．事業概要 道路局
都道府 電線共同溝の整備。 地方道・
県 ２．負担率・補助率 環境課
市町村 他1/2

３．補助対象
（参考） 都道府県、市町村
道路事業費 全 － － ４．継続5,518,208 2,768,860 6,099,432 3,064,373 1.11

５．予算計上年度
平成７年度
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

７．街路事業 雪 道府県 － 道路整備費の内数 － 道路整備費の内数 １．事業概要 都市・地域
（消流雪溝の設置等） 市町村 積雪時における円滑な都市 整備局

交通を確保し、豪雪時にあっ 街路交通
ても都市機能を確保するた 施設課
め、円滑な除排雪が可能とな

－参考－ るように道路整備に併せて消
道路整備費 全 － － 雪パイプ、流雪溝等の消融雪5,518,208 2,768,860 6,099,432 3,064,373 1.11

の整備を推進する。
５．補助率

他5/10
６．補助対象

道府県、市町村
４．継続
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

８．スノートピア道路事業 雪 道府県 － 道路整備費の内数 － 道路整備費の内数 １．事業概要 都市・地域
市町村 豪雪地帯または特別豪雪地 整備局

帯の都市において、豪雪時に 街路交通
おける都市機能の確保を図 施設課

－参考－ り、雪に強いまち（スノート
道路整備費 全 － － ピア）づくりを進めるため、5,518,208 2,768,860 6,099,432 3,064,373 1.11

流雪溝等消融雪施設等の設置
など積雪、堆雪に配慮した体
系的な市街地内道路整備事業
を実施するスノートピア道路
事業を推進する。
２．補助率

他5/10
３．補助対象

道府県、市町村
４．継続
５．予算計上年度

昭和５８年度
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

９．雪に強い公園づくり 全 国 － 都市公園事業費の内数 － 都市公園事業費の内数 １．事業概要 都市・地域
道府県 冬期における住民のレクリ 整備局
市町村 エーション需要に対応するた 公園緑地・

め、通年利用型の都市公園等 景観課
－参考－ や冬期リゾートの拠点となる
都市公園事業費 全 － － 都市公園等の整備を行う。217,333 110,104 248,792 125,965 1.14

２．補助率
1/2 1/3、

３．補助対象
道府県、市町村

４．継続
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

．新世代下水道支援事業 道府県 － 浸水対策下水道事業費 － 浸水対策下水道事業費 １．事業概要10
制度（リサイクル推進 市町村 補助の内数 補助の内数 新世代下水道支援事業制度
事業積雪対策推進型） （リサイクル推進事業積雪対 都市・地域

策推進型）の一環により、雨 整備局
水渠への投雪口等の設置によ 下水道部

－参考－ る消雪水路や融雪水路として 下水道事業
浸水対策下水道事業費補助 全 － － の活用や下水処理水の流融雪 課229,387 114,475 273,772 136,619 1.19

用水としての活用等、下水道
を活用した積雪対策を実施す
る。
２．補助率

公共下水道、流域下水道、
都市下水路それぞれの補助率
３．補助対象

道府県、市町村
４．継続
５．予算計上年度

平成１１年度
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

克雪住宅の普及促進 都道府 － 地域住宅交付金の内数 － 地域住宅交付金の内数 １．事業概要 住宅局住宅11.
県市町 克雪住宅の整備推進や普及 総合整備課
村等 促進など、雪に強い住まいづ

くりに向けた地方公共団体独
－参考－ 自の取り組みについて、地域
地域住宅交付金 全 － － 住宅交付金で支援する。416,481 193,000 548,567 254,000 1.32

２．支援措置
全体の交付金算定対象事業

費の概ね ％を交付45
３．助成対象

都道府県、市町村等
４．継続
５．予算計上年度

平成 年度17
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

．消流雪用水導入事業 雪 国 ４ 箇所 ３ 箇所 １．事業概要12 844 422 844 422 1.00
水量の豊富な河川から市街 河川局

地を流れる中小河川等に消流 河川環境課
雪用水を供給するための導水
路等の整備を行う。
２．負担率
1/2

３．継続
４．予算計上年度

平成２年度

．雪対策ダム事業 雪 道府県 － 河川総合開発事業費補 － 河川総合開発事業費補 １．事業概要 河川局13
助及び治水ダム建設事 助及び治水ダム建設事 ダムの建設により、安定し 治水課
業費補助の内数 業費補助の内数 た消流雪用水の確保を図る。

２．補助率
1/2・一級河川：

－参考－ （大規模： ）5.5/10
56,068 30,740 46,856 26,097 0.85 1/2河川総合開発事業費補助 全 － ・二級河川：

３．補助対象
－参考－ 道府県

治水ダム建設事業費補助 全 － ４．継続13,178 6,852 16,013 8,242 1.20
５．予算計上年度

昭和 年度62
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

．雪対策砂防モデル事業 雪 － 砂防事業費と総合流域 － 砂防事業費と総合流域 １．事業概要 河川局14
防災事業費の内数 防災事業費の内数 豪雪地帯において、雪崩等 砂防部

による土砂流出を防止する砂 砂防計画課
防えん堤及び流雪機能を有す 保全課
る除・排雪低水路等の整備を
行う。
２．負担率・補助率

2/3－参考－ ・直轄：
216,105 135,847 249,546 155,912 1.14 1/2 5.5/10砂防事業費 全 － － ・補助： 、

（地すべり含む） ３．補助対象
豪雪地帯を有する道府県

総合流域防災事業費補助 全 － － ４．継続109,537 56,023 112,999 57,587 1.03
５．予算計上年度

平成元年度

．雪崩対策事業 雪 － 総合流域防災事業費の － 総合流域防災事業費の １．事業概要 河川局15
内数 内数 雪崩による災害から人命等 砂防部

を守るため、雪崩危険箇所の 砂防計画課
雪崩防止施設による早急な整 保全課
備を推進するとともに、警戒

うち総合雪崩対策モデル 雪 － 総合流域防災事業費の － 総合流域防災事業費の 避難体制の整備等を含めた総
事業 内数 内数 合的な雪崩対策を推進する。

２．補助率
1/2

３．補助対象
道府県

－参考－ ４．継続
109,537 56,023 112,999 57,587 1.03総合流域防災事業費補助 全 － －



112

平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

港湾整備 国及び － － 船舶による安定的な海上輸送 港湾局16. 27,244 19,379 428,378 262,303
港湾管 の内数 の内数 を確保するため、防波堤の整 計画課
理者 備を行う。
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

．旅客会社雪害対策 推 旅客会 １．事業概要 鉄道局施設17 97 49 89 45 0.9
（防除雪設備） 社 豪雪地帯における鉄道輸送 課

力の確保を図るため、北海道
旅客鉄道株式会社が実施する
鉄道防災事業に対して補助す
る。
２．補助率

1/2補助対象経費の
３．補助対象

北海道旅客鉄道株式会社が
実施する落石・なだれ等対策
等の鉄道防災事業
４．新規・継続の別

継続
５．予算計上年度

昭和５３年度
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

．空港雪害対策 航空局技術18 1,162 1,162 915 915 0.79
企画課

( )除雪機械等の整備 雪 国 ヶ所 ヶ所 新千歳、函館、仙台1 5 469 469 3 195 195 0.42

( )空港除雪事業 雪 国 ヶ所 ヶ所 稚内、釧路、函館、丘珠、2 10 693 693 10 720 720 1.04
新千歳、三沢、仙台、新潟
小松、美保
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

．静止気象衛星業務の 全 国 ヶ所 ヶ所 ― １．平成 年夏までの運用 気象庁19 1 0 0 1 7,732 7,732 27
推進 を予定している運輸多目的衛 観測部

星新 号（ ひまわり 号 ） 気象衛星課2 7「 」
の気象ミッションを後継機と
して、頻発する豪雨など極端
な気象現象の観測機能を向上
させ、また地球温暖化など地
球環境の監視機能を強化させ
た静止地球環境観測衛星（静

8 9止気象衛星 ひまわり 号「 」 、
号）の整備に着手する。
２．新規・継続の別

継続
３．昭和４８年度から整備
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

．地域気象観測 雪 国 ヵ所 ヵ所 １ 地域気象観測システム ア 気象庁20 20 72 72 32 115 115 1.60 ． （
メダス）により、積雪をリア 観測部
ルタイムで監視し、迅速かつ 計画課
的確な予・警報等の発表を通
して雪災害の軽減に資する。
今回の要求では、アメダス気
象計（４要素型）を更新する
際に、積雪深計を含む５要素
型へと更新し、経費の軽減を
図ることとしている。
２．新規・継続の別

継続
３．平成５年度より更新開始
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
国土交通省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

航路標識の整備 全 国 の 内 の 内 船舶交通の安全確保のため、 海上保安庁21. 380 4,664 4,664 6,006 6,006
数 数 航路標識を整備する。 交通部

計画運用課
特別豪雪地帯及び豪雪地 平成２０年度整備箇所86 582 582
帯に係る実績（再掲） 特別豪雪地帯 １１か所

豪雪地帯 ７５か所
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雪寒地帯委員会

平成２１年度雪寒地帯関係地方債計画額（案）

総 務 省 関 係
（単位：億円 、％）

項 目 区 分 事業主体 平成20年度計画額 平成21年度計画額(案) 対前年度比 所 管 課 等
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

億円 億円 ％
○ 一般補助施設整備等事業債 豪雪市町村 市町村 ４６ ４４ ９５．７ 自治財政局財務調査課

（豪雪対策事業分）

○ 防災対策事業債 豪雪市町村 市町村 ５７６ ５５９ ９７．０ 自治財政局地方債課
（自然災害防止事業分） 他 他

○ 辺地及び過疎対策事業債 ３，２１３ ３，１１６ ９７．０ 自治財政局財務調査課

豪雪市町村における19年度実績辺地対策事業債 辺地を有する 市町村 ４９３ ４７８ ９７．０
市町村 １１５億円

豪雪市町村における19年度実績過疎対策事業債 過疎市町村 市町村 ２，７２０ ２，６３８ ９７．０
８４５億円

（注）平成２１年度の国の予算編成の内容、地方財政をめぐる動向等に対応し、本計画（案）に所要の修正を行うことがあるものとする。
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
文部科学省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

％
１ 公立文教施設整備費 全 地方公 － － － － ・公立学校施設の耐震化の推 大臣官房文105,083 180,100 171.3

共団体 進等を図るため、市町村等が 教施設企画
行う公立学校施設整備に必要 部施設助成
な経費の負担等を行う。 課

・豪雪地帯の地域事情を勘案
して、算定割合の嵩上げ措置
を行う。

改築
1/3 5.5/10一般 →特豪
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
文部科学省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

％
２ へき地学校設備等 全 市町村 初等中等教1,525 781 1,617 835 106.9

育局財務課
（１）スクールバス・ボー ・児童・生徒の通学用バスの

149 908 454 149 908 454 100.0 1/2ト等購入費 台 台 補助 補助率：

（２）遠距離通学費 人 人 ・統合学校の児童・生徒に係6,965 343 171 8,469 397 198 115.8
る遠距離（児童４㎞・生徒
６ 以上「豪雪地帯におkm
いては積雪のある間児童２
㎞・生徒３ 以上 ）通km 」
学費の補助

1/2補助率：

（３）寄宿舎居住費 人 人 ・寄宿舎に居住する児童・生1,070 175 87 742 144 72 82.8
徒に係る食事等の補助

1/2補助率：

（４）高度へき地修学旅行 人 人 ・高度へき地（３級～５級）7,094 99 68 7,186 168 111 163.2
費 学校の児童生徒にかかる修

学旅行費の補助
補助率： 財政力指数に応（

1/2,2/3じ）



303

平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
文部科学省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

３ 独立行政法人防災科学 全 国 ％
技術研究所

雪氷災害の発生予測シ 運営費交付 運営費交付 運営費交付 運営費交付 ・雪氷災害発生予測システム 研究開発局
ステムの実用化とそれ 金 の 金 の 金 の 金 の の実用化を推進するととも 地震・防災8,433 8,433 9,246 9,246
に基づく防災対策に関 内数 内数 内数 内数 に、ドップラーレーダーや積 研究課防災
する研究 雪気象監視ネットワークによ 科学技術推

るリアルタイム情報を利用し 進室
た雪氷災害のモニタリングを
実施。また、雪氷ハザードマ
ップ作成手法の研究開発を実
施。



平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調(予算事項)
厚生労働省関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

Ⅰ 通年雇用及び冬期雇用
の促進
１ 通年雇用奨励金 雪 国 積雪寒冷地において季節労 職業安定局6,816 6,816 7,050 7,050 1.034

働者を通年雇用した事業主、 地域雇用
季節労働者を通年雇用したも 対策室
のの休業せざるを得ない事業
主、新分野に進出するに伴い
季節労働者の通年雇用化を伴
う施設整備を行う事業主、季
節労働者に対し職業訓練を行
う事業主及びトライアル雇用
により季節労働者を常用雇用
する事業主に対して奨励金を
支給

２ 季節労働者通年雇用 雪 国 地域自らが創意工夫するこ 職業安定局1,034 1,034 886 886 0.857
促進等事業等 とにより通年雇用化計画を策 地域雇用

定した事業主団体等からなる 対策室
協議会に対して、季節労働者
の通年雇用化を図る事業の委
託を行う。

また、公共職業安定所に専
門の相談員を配置し、きめ細
やかな就職支援を担当者制に
より一貫して行うとともに、
季節労働者の試行雇用を実施
する事業主に対して奨励金を
支給する。

４０１



（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

Ⅱ 出稼労働者援護対策の
推進
１ 出稼労働者対策の推 全 国 手帳の交付、台帳作成、出稼 職業安定局47 47 43 43 0.915
進 労働者就労支援員による職業 農山村雇用

相談・個別指導の実施等 対策室

２ 建設及び出稼労働者 全 国 就労前における労働契約の明 労働基準局3 3 3 3 1.000
対策推進費 確化の指導、安全衛生教育の 監督課

実施、賃金不払・労働災害の
防止のための特別指導及び建
設業附属寄宿舎の住環境の整
備

４０２



（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

雇用均等・児Ⅲ 民間社会福祉施設の除 特 特別豪雪地帯に所在する民間措置権者 61 61 1.000
童家庭局雪経費 社会福祉施設に対して除雪に
家庭福祉課要する経費を補助
保育課・社会福祉施設運営費（措置
社会・援護局費）の中に算入
福祉基盤課・補助率 ・1/2 3/4

Ⅳ 社会福祉施設の整備

社会福祉施設等施設整 全 一括計上予算であり、配分は 障害保健福1 11,220 10,820 0.96社会福祉法人

備費 実施計画等で決定 祉部障害福
特別豪雪地帯は国庫補助基 祉課

本額に ％加算5

２ 次世代育成支援対策 全 一括計上予算であり、配分は 雇用均等・地方公共団体 13,716 21,500 1.568
施設整備交付金 実施計画等で決定 児童家庭局

特別豪雪地帯へは交付金額 総務課
に ％加算8

（補助率）定額

３ 地域介護・福祉空間整 全 一括計上予算であり、配分は 老健局計画地方公共団体 41,200 40,000 0.971
備等交付金 実施計画等で決定 課

特別豪雪地帯へは交付金額
に ％加算8

（補助率）定額

４ 地域介護・福祉空間推 全 老健局計画地方公共団体 3,300 3,101 0.940
進交付金 課

４０３



（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

Ⅴ へき地保健医療対策 医政局指導8,608 4,505 8,577 4,508 1.001 へき地医療の充実を図るための経費

課（平成 年度実績〔豪雪地帯分〕19
件 千円）109 386,816

へき地医療支援機構に対する運営費1 41 667 333 39 629 314 0.944へき地医療支援機構 全 ケ所 ケ所地方公共団体

補助運営費 等

へき地医療拠点病院に対する運営費2 162 1,266 633 162 1,060 530 0.837へき地医療拠点病院 〃 ケ所 ケ所
補助運営費

へき地診療所運営費 〃 ケ所 ケ所 保険局国民3 762 4,619 2,461 747 4,594 2,453 0.997 へき地診療所に対する運営費補助

健康保険課
分も含む

へき地保健指導所に対する運営費補4 42 129 65 20 62 31 0.476へき地保健指導所運 〃 ケ所 ケ所
助営費

巡回診療の実施に必要な経費5 136 263 132 136 265 133 1.008巡回診療の実施 〃 台 台

へき地医療情報システムを活用した6 65 189 144 60 130 100 0.706へき地医療情報シス 〃 ケ所 ケ所
診療支援等テム等

分娩取扱医療機関に対する運営費補7 97 1,475 738 97 1,475 738 1.000産科医療機関確保事 〃 ケ所 ケ所
助業

へき地に派遣される医師の移動など8 164 200 125へき地診療所等医師 〃 ケ所 －
に要する手当に対する補助確保支援事業

ドクターヘリの夜間利用に対する補9 3 154 77ドクターヘリ夜間搬 〃 ケ所 －
助送モデル事業

次期へき地保健医療計画の策定に向10 7 7へき地保健医療対策 国 －
けた検討等に必要な経費検討費

４０４



（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

Ⅵ 医療施設等の整備 全 医政局指導地方公共団体 1,516 1,425 0.940 一括計上であり、配分は実施計画で

課等 決定

へき地医療に係る医療施設等の設備1 923 923 1.000医療施設等設備整備
整備に必要な経費を補助費

へき地医療に係る医療施設等の施設2 593 502 0.846医療施設等施設整備
整備に必要な経費を補助費

４０５



農林水産省関係（林野庁、水産庁含む）

区 事　業

分 主　体

Ⅰ なだれ防止等の対策 13,609 7,767 16,433 9,484 1.22

(ha)
雪 160 799 419 174 878 463 1.11 １ 事業概要 林野庁

  なだれ災害を防ぐため、なだれ防止林造成等の実施。 　治山課
２ 補助率 1/2 　業務課

(ha)
推 925 9,130 5,447 1,185 11,529 7,009 1.29 １ 事業概要 林野庁

　治山課
　業務課

２ 補助率 1/2,2/3
(地区)

推 76 3,680 1,901 66 4,026 2,012 1.06 １ 事業概要 農村振興局

  防災課

２ 補助率 1/3～1/2

Ⅱ　一般的対策 435,040 270,237 493,909 305,225 1.13

(ha)

 １ 森林整備事業 推 136,417 66,339 22,442 171,743 81,533 27,367 1.22 １ 事業概要 林野庁
　整備課

２ 補助率 3/10～50/100
(ha)

推 10,990 56,769 36,503 13,852 70,097 44,740 1.23 １ 事業概要 林野庁

　山地災害の防止、水資源のかん養等国土の保全等を図る。 　治山課
２ 補助率 1/2,2/3 　業務課

     
(地区)

 ３ 農業生産基盤整備・保全事業 推 1,370 311,932 211,292 1,376 342,279 233,118 1.10 １ 事業概要 農村振興局
　（地すべり対策を除く）   水資源課

　農地資源課
　防災課

　農村整備官
生産局
  畜産振興課

２ 補助率 1/3～75/100

３ その他
一般農道整備事業等において補助率のかさ上げ措置有り
防災ダム事業等において採択基準の緩和措置あり

注１：区分欄の「雪」は豪雪地帯又は積雪寒冷地域でのみ実施する事業、「推」は全国で実施する事業であって過去の実績等から豪雪地帯等にかかる事業費等を推計したもの、
　　「全」は全国分を計上したもの。
注２：内閣府に計上される地域再生基盤強化交付金措置額を除く。

平成20年度予算額

事業量 事業費 国費（A）

　森林の有する多面的機能の維持・増進を図り、もって森林環境
の保全に資するため、森林整備や路網の整備、保健・文化・教育
的な森林の利用や生活環境基盤の整備等を実施。

　農業の生産性の向上と、需要に即した農業生産の再編及び経営
規模拡大等農業構造の改善に資するため、農業用用排水施設、農
地、農道の整備を実施するとともに、農村地域での災害を未然に
防止し、農地及び農業用施設の保全を図るための農地の防災・保
全、施設の維持管理を実施。

 ２ 治山事業(なだれ防止対策､地すべり防止
    対策を除く)

国、道
府県

国、都
道府
県、市
町村等

国費（Ｂ）
対前年度
比(B/A)

 ３ 農業生産基盤整備・保全事業のうち地す
　　べり対策

国、道
府県

国、道
府県

都道府
県、市
町村等

 １ 治山事業のうちなだれ防止対策

 ２ 治山事業のうち地すべり防止対策

地方公
共団
体、森
林組合
等

平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）

　地すべり地において、災害の防止又は軽減を図るために抑制工
及び抑止工事の実施。

　農用地・農業用施設の地すべりによる被害を除去し、又は軽減
するための防止工事等の実施。

事業費

(単位：百万円)

事　　業　　概　　要　　等 所管課項　　　　　　目
平成21年度概算要求額

事業量
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区 事　業

分 主　体

平成20年度予算額

事業量 事業費 国費（A） 国費（Ｂ）
対前年度
比(B/A)事業費

事　　業　　概　　要　　等 所管課項　　　　　　目
平成21年度概算要求額

事業量

(地区)

 ４ 農村整備事業 推 212 39,388 20,604 181 50,378 26,130 1.27 １ 事業概要 農村振興局
  水資源課
　農村整備官

　農地資源課

２ 補助率 1/3～60/100 　中山間地域振興課

  防災課
生産局
  畜産振興課

 
 ５ 強い農業づくり交付金 全 - - 24,914 - - 29,150 1.17 １ 事業概要

生産局
　総務課
総合食料局

 ６ 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 全 - - 30,546 - - 37,950 1.24 １ 事業概要
農村振興局
　農村整備官

 ７ 水産基盤整備事業　 推 - 73,100 49,053 - 79,953 54,960 1.12 １ 事業概要

水産庁

  計画課

２ 補助率 1/3～8.5/10

都道府
県、市
町村等

都道府
県、市
町村等

市町村
農協等

　快適で活力ある農村地域の形成に資するための農業集落排水施
設の整備や、生産基盤と生活環境を総合的に整備する事業を実
施。

　生産・経営から流通までの総合的な強い農業づくりを支援する
ため、農畜産物の高品質・高付加価値化、低コスト化、認定農業
者等担い手の育成・確保、担い手に対する農地利用集積の促進、
食品流通の効率化・合理化等、地域における川上から川下までの
対策を総合的に支援。

  農山漁村地域において、定住や二地域間居住、都市との地域間
交流を促進するために必要な施設の整備等の各種取組を総合的か
つ機動的に支援。

　漁港・漁場・漁村といった水産基盤の整備を総合的に実施し、
我が国200海里水域内水産資源の持続的利用と安全で効率的な水
産物供給体制の整備、資源の回復を図るための水産資源の生息環
境となる漁場等の積極的な保全・創造、水産業の振興を核とし良
好な生活環境の形成を目指した漁村の総合的な振興を図る。

国、都
道府
県、市
町村
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平成２１年度雪寒地帯対策関係予算概算要求調（予算事項）
経済産業省・資源エネルギー庁関係

（単位：百万円）

区 事 業 平成２０年度予算額 平成２１年度概算要求額 対前年度 所管課
項 目 事 業 概 要 等

分 主 体 事業量 事業費 国費( ) 事業量 事業費 国費(Ｂ) 比( )A B/A

バイオマス等未活用エネル 全 地方公 地域に賦存するバイオマス及 新エネ課335 335 335 335 1.00
ギー実証試験費補助金 共団体 び雪氷熱の未活用エネルギー

・民間 の利活用事業に関する事業性
事業者 調査の事業費を補助する。
等 〈補助 定額〉

バイオマス等未活用エネル 全 地方公 バイオマス等未活用エネルギ784 392 342 171 0.44
ギー実証試験事業 共団体 ー資源の製造・利用技術に関

・民間 する実証試験を実施し、運転
事業者 データ等の導入に必要な資料
等 の収集、蓄積、分析を行い、

実用化を推進する。
〈補助率 以内〉1/2
※当事業は、平成１７年度を
もって公募を終了しておりま
す。

新エネルギー等導入加速化 全 地方公 地方自治体や民間事業者等に109,145 37,826 113,333 40,021 1.06
支援対策費補助金 共団体 おける先進的な設備導入等に

・民間 対し補助を行う 〈補助率：。
事業者 定額・１／２以内・１／３以
等 内〉

注：１ ２０年度予算額：事業費及び国費
２ ２１年度概算要求額：事業費及び国費
３ 全：豪雪地帯分の分離が難しいので全国分を計上したもの。
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